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１　施策の目的

３　予算等の推移

令和 元 第２次総合計画 施策マネジメントシート

年度の実績評価）

Ａ：計画的な農業経営を目指す農業者が、5年間で約20人の増加を見込み目標値を設定
Ｂ：農業経営の強化を図り、法人化を目指す個人や団体の5年間で4団体の増加を見込み目標値を設定
Ｃ：農地の流動化や集積の実施により、5年間で約2%の遊休化率の減少を見込み目標値を設定
　　【農地利用状況調査（農地パトロール）の結果の耕作放棄地面積を、前年度の耕作放棄地面積から
      遊休農地流動化再生面積を加え、農地転用された農地を減し、農地利用状況調査（農地パトロール）
      の結果の耕作放棄地面積を加えた数値で乗した数値とする。】
Ｄ：南アルプス市森林整備計画に基づき、林業経営体数を減少を抑え維持・微増のため、5年間で１戸の増を目指す
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林業経営体数

Ａ：意欲ある農業者の確保状況を示す。
　【農業経営基盤強化法に基づく農業経営計画が認定された農業者数の延べ人数】
Ｂ：農業経営基盤の強化を示す。
　【市農業委員会データにおける農業生産法人数】
Ｃ：農業振興対策の効果を示す。
　【耕作放棄地面積÷（耕作放棄地面積＋経営耕地面積）×100】
Ｄ：林業振興対策の効果を示す。
　【農林業センサスにおける林業経営体数】
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（農林業センサスの数値）

経営耕地面積
（農林業センサスの数値）
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234,032
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・農業所得が増えて、農家戸数、農業従事者の減少に歯止めがかかり、農業法人が
増えていく。
・遊休農地が減少し、優良な農地が保全されていく。
・林業所得が増えて、林業経営体が増えていく。
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② 意図（この施策によって対象をどう変えるのか）
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２　指標の推移、指標設定の根拠等
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① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

・農家
・農地

遊休農地の比率
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出と解決の方向性）

・遊休農地の増加 ・遊休農地の増加を抑えるための手法として、農用地を維持活用
するために市が取り組む遊休農地流動化事業の活用と山梨県
農地中間管理機構の活用を促し、農地の利用集積と遊休農地
の解消を推進する。

施策の課題
（現状の問題点）

課題解決の方向性

・認定農業者の新たな確保（担い手）
・地域おこし協力隊員の確保

・農業規模の拡充を目指す新たな担い手を育成し、新規就農者
や意欲のある農業従事者を地域で育て、農業を持続する仕組み
を構築する。
・農業を経験し技術の習得を通じて、農業の楽しさを習得できる
仕組みを構築する。

・農地の利用集積の遅れ ・農業生産法人等が規模拡大を検討する相談もあるが、果樹園
の農業集積は非常に難しいのが現状である。
・農用地の利用権設定等に関する情報を正しく理解していない
農業従事者も見受けられるため、今後も農地の利用集積に関す
る情報を数多く配信し推進を図ることが必要である。

・まちづくり指標で利用した農林業センサスの数値比較では、低めの水準で
ある。
・認定農業者の山梨県集計では、プラスの数値を確保しているが、本市の数
値は設定値よりマイナスの数値となっている。
　なお、県集計においては、耕作放棄地並びに農業生産法人の数値は公
表されていない。

※左記の理由

・認定農業者数は、H27年度の認定基準の見直しがあり大幅に数を減らした
が、その後も農業規模の縮小を理由に更新をしないなど、数が減少傾向が
見られる。
・農業生産法人は、ここ数年においては増加傾向が見えたが長期的には現
状維持。
・遊休農地の比率は、ほぼ同様の率を維持し減少への傾向は伺えない。
・林業経営体数においては、農林業センサスの数値を利用しているため、数
値維持。

※左記の理由

・認定農業者は、H２７年度から減少傾向が３年続き昨年度は実績値で維持
することができた。
・農業生産法人は、過去４年間においては現状を維持している。
・遊休農地は、農地集積等に取り組み努力を重ねているが、高齢化等を理
由とする耕作放棄地の増加が進み、遊休農地の解消が大きくは進まない。

※左記の理由


